
（別紙３）

業務名

項番
オリジナル
様式の可否

システムへの登載
システムからの表出

1 可 不要

2 可 不要

3 可 不要

4 可 不要

5 可 不要

6 可 不要

7 可 不要

8 可 不要

9 可 不要

10 可 不要

11 可 不要

12 可 不要

13 可 不要

14 可 不要

15 可 不要

16 可 不要

債権異動報告書
債権の異動申請で印字する。異動した内容を印字する。
（異動年月日,摘要,発生帰属等額,調定額,免除額,債権現在額,
債権現在額の収入年度等）

財産管理担当→財産活用課

基金異動報告書（美術品）
基金の異動申請で印字する。異動した基金の美術品について内
容を印字する。
（異動年月日,摘要,増,減,現在高,備考等）

財産管理担当→財産活用課

基金異動報告書（現金）
基金の異動申請で印字する。異動した基金の現金について内容
を印字する。
（異動年月日,摘要,増,減,現在高,備考等）

財産管理担当→財産活用課

基金異動報告書（有価証券）
基金の異動申請で印字する。異動した基金の有価証券について
内容を印字する。
（異動年月日,摘要,増,減,現在高,備考等）

財産管理担当→財産活用課

公有財産異動報告書（有価証券、出資）

有価証券・出資による権利の異動申請で印字する。異動した内
容を印字する。
（区分,分類,銘柄,登録機関,登録番号,異動年月日,摘要,異動
量,備考等）

財産管理担当→財産活用課

公有財産異動報告書（不動産信託）
不動産信託による権利の異動申請で印字する。異動した内容を
印字する。
（信託財産,異動年月日,摘要,増,減,現在高,備考等）

財産管理担当→財産活用課

公有財産異動報告書（地上権、地役権）
用益物権の異動申請で印字する。異動した内容を印字する。
（区分,分類,目的,存続期間,地代等,登記又は登録年月日,異動
年月日,摘要,異動量,備考等）

財産管理担当→財産活用課

公有財産異動報告書（特許権、著作権）
無体財産の異動申請で印字する。異動した内容を印字する。
（区分,分類,名称,所在地,異動年月日,摘要,異動量,備考等）

財産管理担当→財産活用課

公有財産異動報告書（動産）

動産の異動申請で印字する。異動した内容を印字する。
（異動年月日,増減理由,分類,種類,種目,名称,国籍記号及
び登録記号,製造番号,製造年月,製造者,格納場所,型式・乗員
数,全長,全幅,全高,発動機,巡航速度,全備重量等）

財産管理担当→財産活用課

公有財産異動報告書（山林用）

立木竹（山林）の異動申請で印字する。異動した内容を印字す
る。
（区分,分類,所在地,異動年月日,摘要,面積（立木の推定蓄積
量）,備考）

財産管理担当→財産活用課

公有財産異動報告書（工作物）
工作物の異動申請で印字する。異動した内容を印字する。
（口座名、口座番号、分類、種類、種目、所在地、敷地、構造
規格等）

財産管理担当→財産活用課

公有財産異動報告書（工作物明細） 公有財産異動報告書（工作物）の続紙 財産管理担当→財産活用課

公有財産異動報告書（建物）
建物の異動申請で印字する。口座情報と異動履歴を印字する。
（口座名、口座番号、所在地、敷地、分類、種類、用途区分、
異動履歴等）

財産管理担当→財産活用課

公有財産異動報告書（建物明細）
土地の異動申請で印字する。異動した内容を印字する。
（建物番号、建物の名称、構造、外壁、増減高、建築年月日、
取得年月日、取得原因、１棟の延面積累計、備考等）

財産管理担当→財産活用課

公有財産異動報告書（土地）
土地の異動申請で印字する。口座情報と異動履歴を印字する。
（口座名、口座番号、所在地、住居表示、分類、種類、用途区
分、用途地域区分、用益物権等、異動履歴）

財産管理担当→財産活用課

公有財産異動報告書（土地明細）
土地の異動申請で印字する。異動した内容を印字する。
（土地番号、市町村、大字、字、地番、地目、増減高、取得価
格、取得年月日、登記年月日、取得原因、備考等）

財産管理担当→財産活用課

現行システムで出力可能な帳票を掲載しています。
「システムへの登載　システムからの表出」を「不要」としているのものは、原則として新システムからの表出は不要としていますが、開
発過程において県と調整を行う可能性があります。

公有財産　（台帳管理）

帳　　票　　名 内　　　　容 （主　な　項　目） 送　付　経　路



（別紙３）

業務名

項番
オリジナル
様式の可否

システムへの登載
システムからの表

1 可 不要

2 可 不要

3 可 不要

4 可 不要

5 可 不要

6 可 不要

7 可 不要

8 可 不要

9 可 不要

10 可 不要

11 可 不要算定基礎一覧表
土地・建物及び工作物の貸付料の単価計算表を印字する。
（番号,用途,建物評価額,述床面積,土地評価額,土地面積,土地
使用料,建物使用料）

不動産貸付承諾書
借受不動産転貸申請を入力して印字する。
（相手方、財産の所在地,財産の内容,貸付数量,貸付期間,貸付
料等）

不動産貸付承諾書（別紙 ）
貸付申請の貸付条件の内容を印字する。
（貸付の条件）

県有財産貸付承諾書
普通財産貸付申請を入力して印字する。
（相手方、財産の所在地,財産の内容,貸付数量,貸付期間,貸付
料等）

県有財産貸付承諾書（別紙 ）
貸付申請の貸付条件の内容を印字する。
（貸付の条件）

行政財産使用承認書（所長）
使用許可申請を入力して印字する。
（相手方、行政財産の名称,使用を許可する部分の面積,使用目
的,使用料の額,納入期限,使用期間等）

行政財産使用承認書　承認条件（別紙）
使用許可申請の承認条件の内容を印字する。
（承認の条件）

行政財産使用許可書　許可条件（別紙）
使用許可申請の許可条件の内容を印字する。
（許可の条件）

行政財産使用承認書（知事）
使用許可申請を入力して印字する。
（相手方、行政財産の名称,使用を許可する部分の面積,使用目
的,使用料の額,納入期限,使用期間等）

行政財産使用許可書（知事）
使用許可申請を入力して印字する。
（相手方、行政財産の名称,使用を許可する部分の面積,使用目
的,使用料の額,納入期限,使用期間等）

行政財産使用許可書（所長）
使用許可申請を入力して印字する。
（相手方、行政財産の名称,使用を許可する部分の面積,使用目
的,使用料の額,納入期限,使用期間等）

現行システムで出力可能な帳票を掲載しています。
「システムへの登載　システムからの表出」を「不要」としているのものは、原則として新システムからの表出は不要としています
が、開発過程において県と調整を行う可能性があります。

公有財産　（使用許可）

帳　　票　　名
内　　　　容

（主　な　項　目）
送　付　経　路



（別紙３）

業務名

項番
オリジナル様
式の可否

システムへの登載
システムからの表出

1 可 必要

2 可 必要

3 不可 不要

4 可 必要

5 可 不要

6 可 必要

固定資産通知書（固定資産異動通知書）

財産の所在市町村に対して市町村交付金の通知書を印字する。
（相手方，年度区分,区分,特例率,土地,家屋,償却資産,計,数
量,区分,面積計,参考,区分,価格,交付金算定標準額,交付金額,
送付者情報等）

市町村別集計表
市町村交付金の市町村別集計表を印字する。
（市町村,区分,件数,面積,台帳価格,特例率,算定標準額,交付
金額等）

県有財産所在市町村交付金台帳
市町村交付金台帳を印字する。市町村交付金の一覧表である。
（番号,所在地,財産の現状,特例区分,面積計,価格計,内訳,交
付金算定標準額計,交付金額計等）

市町村別前年比・増減額・増減件数
市町村交付金の年度間増減と前年比を印字する。
（市町村,交付金額,前年度,今年度,増減額,前年比,件数,前年
度,今年度、増減等）

市町村交付金　差分確認表（土地）
当年度と来年度を比較し異動があったデータを印字する。
（口座番号,口座名称,選択年度,面積,評価額）

市町村交付金　差分確認表（建物）
当年度と来年度を比較し異動があったデータを印字する。
（建物番号,建物名称,選択年度,延床面積,建物面積,評価額）

現行システムで出力可能な帳票を掲載しています。
「システムへの登載　システムからの表出」を「不要」としているのものは、原則として新システムからの表出は不要としています
が、開発過程において県と調整を行う可能性があります。

公有財産　（市町村交付金）

帳　　票　　名
内　　　　容

（主　な　項　目）
送　付　経　路



（別紙３）

業務名

項番
オリジナル様
式の可否

システムへの登載
システムからの表出

1 可 不要

2 可 必要

現行システムで出力可能な帳票を掲載しています。
「システムへの登載　システムからの表出」を「不要」としているのものは、原則として新システムからの表出は不要としていますが、開発過
程において県と調整を行う可能性があります。

公有財産　（建物共済）

火災共済口座別分担金一覧表
火災共済口座別分担金一覧表を印字する。
（所属,所属名,口座名,加入件数,見積価格,共済責任額,共済基
金分担金等）

帳　　票　　名
内　　　　容

（主　な　項　目）
送　付　経　路

建物共済　差分確認表（建物）

財産台帳と建物台帳の現在高及び構造に異動があったデータを
印字する。
（口座番号,口座名称,所属,所属名,建物番号,建物名称,所在
地,延床面積,評価額,構造,建築年月日）



（別紙３）

業務名

項番
オリジナル様
式の可否

システムへの登載
システムからの表出

1

可
※ただし、項
目名は変更不
可

必要

2 可 不要

3 可 不要

4 可 不要

5 可 不要

6 可 不要

7 可 不要

8 可 必要

9 可 必要

10 可 必要

11 可 必要

内　　　　容
（主　な　項　目）

送　付　経　路

公有財産評価調書（土地）（平成31年度版）
公有財産土地評価調書を印字する。
（番号,所在地,評価面積,口座面積,評価基準日,評価実施日,市
街地宅地評価法などの固定資産評価調書に基づき計算）

固定資産課税台帳評価額調査表

財産の所在地に向けての土地評価額（路線価）の変動調査資料
を印字する。
（番号,財産管理者,財産名称,調査地番,正面路線の位置,地区
区分,正面,裏,路線価,正面路線価,側方路線価,裏路線価,近傍
類似地評価額,近傍類似地の地番,評価額等）

公有財産評価調書（建物）（平成28年度版）

現行システムで出力可能な帳票を掲載しています。
「システムへの登載　システムからの表出」を「不要」としているのものは、原則として新システムからの表出は不要としていますが、開発過
程において県と調整を行う可能性があります。

公有財産評価調書（土地）（令和10年度版）
公有財産土地評価調書を印字する。
（番号,所在地,評価面積,口座面積,評価基準日,評価実施日,市
街地宅地評価法などの固定資産評価調書に基づき計算）

公有財産建物評価調書を印字する。
（所在地,評価基準日,評価実施日,建物番号,建物の名称,構造,
階数,等級,延面積,建築価格,建築年月日,時価倍率などの固定
資産評価調書に基づき計算）

公有財産評価調書（土地）（平成28年度版）
公有財産土地評価調書を印字する。
（番号,所在地,評価面積,口座面積,評価基準日,評価実施日,市
街地宅地評価法などの固定資産評価調書に基づき計算）

公有財産評価調書（建物）（平成31年度版）

公有財産建物評価調書を印字する。
（所在地,評価基準日,評価実施日,建物番号,建物の名称,構造,
階数,等級,延面積,建築価格,建築年月日,時価倍率などの固定
資産評価調書に基づき計算）

公有財産　（評価替）

帳　　票　　名

公有財産評価調書（建物）（令和10年度版）
公有財産土地評価調書を印字する。
（番号,所在地,評価面積,口座面積,評価基準日,評価実施日,市
街地宅地評価法などの固定資産評価調書に基づき計算）

公有財産評価調書（土地）（平成25年度版）
公有財産土地評価調書を印字する。
（番号,所在地,評価面積,口座面積,評価基準日,評価実施日,市
街地宅地評価法などの固定資産評価調書に基づき計算）

公有財産評価調書（建物）（令和７年度版）
公有財産土地評価調書を印字する。
（番号,所在地,評価面積,口座面積,評価基準日,評価実施日,市
街地宅地評価法などの固定資産評価調書に基づき計算）

公有財産評価調書（土地）（令和７年度版）
公有財産土地評価調書を印字する。
（番号,所在地,評価面積,口座面積,評価基準日,評価実施日,市
街地宅地評価法などの固定資産評価調書に基づき計算）

公有財産評価調書（建物）（平成25年度版）

公有財産建物評価調書を印字する。
（所在地,評価基準日,評価実施日,建物番号,建物の名称,構造,
階数,等級,延面積,建築価格,建築年月日,時価倍率などの固定
資産評価調書に基づき計算）



（別紙３）

業務名

項番
オリジナル様
式の可否

システムへの登載
システムからの表出

1 可 必要

2 可 必要

3 可 必要

4 可 必要

5 可 必要

6 可 必要

7 可 必要

8 可 必要

9 可 必要

10 可 必要

11 可 必要

12 可 必要

13 可 必要

14 可 必要

15 可 必要

16 可 必要

17 可 必要

18 可 必要

19 可 必要

20 可 必要

21 可 必要

22 可 必要行政財産使用許可簿（その２）
使用許可台帳を印字する。（続紙）
（許可年月日,許可番号,期間,使用料,備考等）

基金管理簿（美術品内訳表）
基金（美術品）の基金管理簿を印字する。
（簿術品の整理番号,品目,作品名,規格,作者,保管場所,取得価
格,取得日,取得前所有者,備考,等）

行政財産使用許可簿

使用許可台帳を印字する。
（口座名,区分,分類,使用者住所氏名,所在地,種類,使用目的,
使用許可条件,番号,用途,地目又は構造,面積,使用許可面積,備
考,許可年月日,許可番号,期間,使用料,備考等）

基金管理簿（有価証券用）（その２）
基金（有価証券）の基金管理簿を印字する。
（基金の名称,課所名,異動年月日,額面・口数・金額の増,減,
現在高,備考等）

基金管理簿（美術品）
基金（美術品）の基金管理簿を印字する。
（基金の名称,課所名,異動年月日,摘要,値の増,減,現在高,備
考等）

基金管理簿（現金用）（その２）
基金（現金）の基金管理簿を印字する。
（基金の名称,課所名,異動年月日,摘要,値の増,減,現在高,備
考等）

基金管理簿（有価証券用）

基金（有価証券）の基金管理簿を印字する。
（基金の名称,証券発行者名，設置年月日，買入年月日，銘
柄，証券番号，額面，口数，金額，利回り，償還期限，証券保
管方法，償還（解約）年月日，理由，異動年月日,額面・口
数・金額の増,減,現在高,備考等）

債権管理簿

債権の債権管理簿を印字する。
（債権の内容，納入期限，債権額，付帯債権額，年度，債権の
種類，債権者住所，異動情報，摘要，債権額，付帯債権額，調
定額，免除額，現在債権額等）

基金管理簿（現金用）

基金（現金）の基金管理簿を印字する。
（基金の名称,金融機関名，設置年月日，積立年月日，積立方
法，証券番号，金額，利息，満期日，引出（解約）年月日，理
由，金額，備考，異動年月日,摘要,値の増,減,現在高,備考
等）

公有財産管理簿（有価証券、出資による権利用）
有価証券・出資による権利の公有財産管理簿を印字する。
（口座名,区分,分類,銘柄,登録機関,登録番号,所在地,内容,法
人名称,法人住所,法人事業内容,法人設立年月日,異動情報等）

公有財産管理簿（不動産の信託の受益権用）
不動産信託の受益権の公有財産管理簿を印字する。
（名称,信託期間,信託の目的,受託者_名称,所在地,所在,地積,
定着物,構造,面積・階数,建築年月日,異動情報等）

公有財産管理簿（地上権、地役権その他これら
に準ずる権利用）

用益物権の公有財産管理簿を印字する。
（口座名,区分,分類,目的,存続期間,地代等,登記又は登録年月
日,所在地,土地の所在地,所有者住所氏名,沿革,面積台帳,面積
実測,異動情報等）

公有財産管理簿（特許権、著作権その他これら
に準ずる権利用）

無体財産権の公有財産管理簿を印字する。
（口座名,区分,分類,目的,存続期間,地代等,登記又は登録年月
日,所在地,土地の所在地,所有者住所氏名,沿革,面積台帳,面積
実測,異動情報等）

公有財産管理簿（航空機用）

航空機の公有財産管理簿を印字する。
（区分,格納場所,種目,名称,国籍及び登録記号,製造番号,製造
年月,製造者,型式,乗員数,全長,全幅,全高,発動機型式,発動機
製造番号,出力,巡航速度,全備重量,沿革_年月日,沿革等）

公有財産管理簿（山林用）
立木竹（山林）の公有財産管理簿を印字する。
（口座名,区分,分類,土地の権利の区分,樹種,所在地,所有者住
所氏名,沿革,面積台帳,面積実測,面積_異動情報等）

公有財産管理簿（建物内訳表）

建物の公有財産管理簿を印字する。
（口座内訳の建物を一覧印字）

公有財産管理簿（工作物用）

工作物の公有財産管理簿を印字する。
（口座名,区分,分類,種類,種目,所在地,県有地面積,借地面積,
沿革,番号,年月日,摘要,名称又は用途,構造・規格等,数量,価
格,備考等）

公有財産管理簿（建物総括表）

建物の公有財産管理簿を印字する。
（財産管理者,口座名,口座番号,分類,種類,用途区分,所在地,
敷地,異動履歴情報等）

公有財産管理簿（建物沿革）

建物の公有財産管理簿を印字する。
（沿革）

公有財産管理簿（土地内訳表）

土地の公有財産管理簿を印字する。
（口座内訳の土地を一覧印字）

帳　　票　　名
内　　　　容

（主　な　項　目）
送　付　経　路

公有財産管理簿　（土地総括表）

土地の公有財産管理簿を印字する。
（財産管理者,口座名,口座番号,分類,種類,用途区分,所在地,
用途地域区分,用益物権等,異動履歴情報等）

現行システムで出力可能な帳票を掲載しています。
「システムへの登載　システムからの表出」を「不要」としているのものは、原則として新システムからの表出は不要としていますが、開発過
程において県と調整を行う可能性があります。

公有財産　（資料印刷）

公有財産管理簿　（土地沿革）

土地の公有財産管理簿を印字する。
（沿革）



23 可 必要

24 可 必要

25 可 必要

26 可 不要

27 可 不要

28 可 不要

29 可 不要

30 可 不要

31 不可 必要

32 不可 必要

33 不可 必要

34 不可 必要

35 不可 必要

36 不可 必要

37 可 必要

38 可 必要

39 可 必要

40 可 不要

41 可 不要

42 可 不要

43 可 不要

44 可 不要

45 可 不要

46 可 不要県有財産表（物権）
決算資料を印字する。
（権利の別,財産管理者,所在市町村,面積,備考,計等）

県有財産表（山林）
決算資料を印字する。
（課所毎の口座,所在地,県有財産土地面積,使用承諾の状況
等）

県有財産表（動産）
決算資料を印字する。
（区分,財産管理者,数量,備考等）

県の施設の所在市町村別一覧
決算資料を印字する。
（所在市町村毎の所在地,施設名等）

県有財産表（土地及び建物）
決算資料を印字する。
（口座・口座内訳で県有財産,借受不動産,貸付の状況の土地面
積,建物面積,借受料,貸付料,相手方等）

県有施設の使用許可・貸付け等の状況
決算資料を印字する。
（財産区分,種別,有償の件数,面積,使用・貸付料,一部有償の
以下同様,無償の以下同様,計の以下同様等）

県有財産及び借受不動産市町村別数量（土地）
決算資料を印字する。
（市町村毎の県有財産の所有面積,うち貸付面積,借受不動産の
以下同様,借受面積上の施設名等）

県有財産総括表（その３）
決算資料を印字する。
（部局毎の動産,物件,無体財産権,有価証券,出資による権利,
債権,基金等）

県有財産総括表（その２）
決算資料を印字する。
（部局毎の土地及び建物の土地,建物,計,山林の土地,建物,計
等）

財産に関する調書（山林・動産・物権）
Ｅｘｃｅｌファイル

決算書を印字する。
（所有_面積前年度末現在高,所有_面積決算年度中増減高,所有
_面積決算年度末現在高,分収_面積前年度末現在高,分収_面積
決算年度中増減高,分収_面積決算年度末現在高,ほか決算年度
末の公有財産の現在高など）

財産に関する調書（無体・証券）
Ｅｘｃｅｌファイル

決算書を印字する。
（特許権_前年度末現在高,特許権_決算年度中増減高,特許権_
決算年度末現在高,実用新案権_前年度末現在高,実用新案権_決
算年度中増減高,実用新案権_決算年度末現在高,ほか決算年度
末の公有財産の現在高など）

財産に関する調書（基金）
Ｅｘｃｅｌファイル

決算書を印字する。
（基金名称,区分,前年度末現在高,決算年度中増減高,決算年度
末現在高等）

県有財産総括表
決算資料を印字する。
（部局毎の行政財産の土地,建物,計,職員宿舎の土地,建物,計,
その他普通財産の土地,建物,計等）

財産に関する調書（出資）
Ｅｘｃｅｌファイル

決算書を印字する。
（区分,前年度末現在高,決算年度中増減高,決算年度末現在高
等）

財産に関する調書（債権）
Ｅｘｃｅｌファイル

決算書を印字する。
（区分,前年度末現在額,決算年度中増減額,決算年度末現在額
等）

増減明細表（用途区分別）
用途区分・所属毎に建物毎（施設）の土地建物の増減値集計表
を印字する。
（用途区分,用途,所属,所属名称,番号,建物名称,土地増減面
積,木造増減面積,非木造増減面積,異動事由「最新」）

財産に関する調書（土地・建物）
Ｅｘｃｅｌファイル

決算書を印字する。
（土地前年度末現在高_本庁舎,土地決算年度中増減高_本庁舎,
土地決算年度末現在高_本庁舎,土地前年度末現在高_警察（消
防）施設,土地決算年度中増減高_警察（消防）施設,ほか決算
年度末の公有財産の現在高など）

増減明細表（財産状況表）
財産担当課で増減のあった財産について一覧形式で印字する。
（口座番号,口座名称,所属,所属名称,所在地,用途区分名称,
ほか口座内訳の面積評価額など）

増減明細表（所属別）
所属・用途区分毎に建物（施設）の土地建物の増減値集計表を
印字する。
（所属,所属名称,番号,建物名称,用途区分,用途,土地増減面
積,木造増減面積,非木造増減面積,異動事由「最新」）

審査承認未了一覧表（台帳異動）
台帳異動入力で未申請・未確定のデータを印字する。
（種別,起案日,異動事由,口座番号,口座内訳,異動番号,状態,
口座名,面積,数量,価格）

審査承認未了一覧表（使用許可等）
使用許可等の入力で，未申請・未確定のデータを印字する。
（起案日,貸付,口座番号,口座内訳,申請番号,状態,口座名,貸
付面積,数量,使用料）

普通財産貸付簿

貸付台帳を印字する。
（名称,所在地,区分,面積・棟数及び建築面積等,借受者住所,
借受者氏名,貸付年月日及び番号,貸付面積・貸付棟数・建築面
積等,使用目的,貸付期間,収納期間,収納年度,貸付料金,指定納
入期限,納入年月日,備考等）

借受不動産管理簿
借受転貸台帳を印字する。
（口座名,所在地,地目又は建物構造,地積又は建築面積,延面
積,借受料,借受期間,所有者,備考等）

行政財産貸付簿

貸付台帳を印字する。
（名称,所在地,区分,面積・棟数及び建築面積等,借受者住所,
借受者氏名,貸付年月日及び番号,貸付面積・貸付棟数・建築面
積等,使用目的,貸付期間,収納期間,収納年度,貸付料金,指定納
入期限,納入年月日,備考等）



47 可 不要

48 可 不要

49 可 不要

50 可 不要

51 可 不要

52 不可 必要

53 不可 必要

54 可 不要

55 可 不要

県有財産表（出資による権利）
決算資料を印字する。
（財産管理者,名称,金額）

県有財産表（有価証券）
決算資料を印字する。
（財産管理者,区分,名称,金額）

県有財産表（無体財産権）
決算資料を印字する。
（区分,財産管理者,名称）

増減明細表（半期・用途区分別）
半期ごとの決算資料を印字する。
（用途区分,用途,所属,所属名称,番号,建物名称,土地増減面
積,木造増減面積,非木造増減面積,異動事由「最新」）

財政のあらまし
Ｅｘｃｅｌファイル

半期ごとの決算資料を印字する。
（行政財産_本庁舎,行政財産_警察消防施設,行政財産_その他
施設等）

財政のあらまし（その２）
Ｅｘｃｅｌファイル

半期ごとの決算資料を印字する。
（行政財産_本庁舎,行政財産_警察消防施設,行政財産_その他
施設等）

増減明細表（半期・所属別）
半期ごとの決算資料を印字する。
（所属,所属名称,番号,建物名称,用途区分,用途,土地増減面
積,木造増減面積,非木造増減面積,異動事由「最新」）

県有財産表（債権）
決算資料を印字する。
（財産管理者,名称,金額,計）

県有財産表（基金）
決算資料を印字する。
（財産管理者,名称,土地,有価証券,物品,貸付金,現金,計）



（別紙３）

業務名

項番
オリジナル
様式の可否

システムへの登載
システムからの表出

1

可 必要

現行システムで出力可能な帳票を掲載しています。
「システムへの登載　システムからの表出」を「不要」としているのものは、原則として新システムからの表出は不要としていますが、開発過
程において県と調整を行う可能性があります。

中長期・修繕改修計画
Ｅｘｃｅｌファイル

・施設（口座）に対して棟（内訳建物）ごとの情報及び施設共
通の情報を出力する。
所属、口座番号、口座名称、建物番号、建物枝番号、建物名
称、建設年度（建設年月日より）建築面積、延床面積、主体構
造、外壁仕上、屋根仕上、標準床仕上、標準壁仕上、標準天井
仕上、熱源方式、空調方式、給水方式、排水設備、浄化槽設
備、受変電方式、自家発電設備、昇降機、基礎形式
・施設（口座）に対して棟（内訳建物）ごとの改修計画を出力
する。

公有財産　（中長期・修繕改修計画）

帳　　票　　名
内　　　　容

（主　な　項　目）
送　付　経　路


